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　新年、明けましておめでとうございます。本年が皆様

にとって、輝かしい年となりますよう、心よりお祈り申

し上げます。

　昨年は、新型コロナウイルスの感染拡大によって、我

が国のデジタル化の遅れやサプライチェーンの脆弱さ等

の様々な課題が浮き彫りになりました。農業・食品分野

においても、生産現場の外国人労働力不足、輸出不振、

外食やインバウンド需要の停滞等のコロナ禍による課題

が噴出するとともに、既に顕在化していた担い手不足、

地域社会の衰退、自然災害の頻発、地球温暖化の進行等

の課題が増幅されています。このような状況にあって、

菅総理は、農業・食品産業の成長を通じた「地方創生」

と「輸出拡大」によって、我が国の経済成長につなげる

ことを表明されました。私も、農業・食品産業は、「伸

びしろの大きな成長産業」で、地方創生を促進するとと

もに、我が国の経済成長にも貢献するものと考えており

ます。

　農研機構は、このような農業・食品産業を取り巻く環

境変化と、政府の施策に対応するためには、農業・食品

分野における「Society 5.0」の実現が鍵となると考え

ています。「Society 5.0」とは、私が内閣府の総合科学

技術・イノベーション会議の常勤議員として策定に携

わった政府の第5期科学技術基本計画の中核のコンセプ

トで、AI、データ、デジタル技術を活用して、フィジカ

ル空間とサイバー空間を融合することにより新たな価値

を創造し、経済発展と社会的課題の解決を両立する人中

心の社会の構築を目的としたものです。

　農研機構は、本年2021年4月に、現在策定中の第5期中

長期計画の下で、今後5年間の研究開発を開始しますが、

この中長期計画においても、農業・食品分野における

「Society 5.0」実現を最重要課題に位置付けて、

農業・食品分野における農業・食品分野における

Society 5.0の実現Society 5.0の実現

－第5期中長期計画に向けて－－第5期中長期計画に向けて－

農研機構理事長

久間 和生（きゅうま かずお）

　①�農産物・食品の国内安定供給と自給率向上に貢献する

　②�農業・食品産業のグローバル競争力を強化し、我が

国の経済成長に貢献する

　③�地球温暖化や自然災害への対応力を強化し、農業の

生産性向上と地球環境保全を両立する

ことを目標に掲げて、科学技術イノベーションを創出す

る所存です。

　第5期中長期計画では、これらの目標を実現するため

に、研究開発体制を強化します。具体的には、「アグ

リ・フードビジネス」、「スマート生産システム」、「アグ

リバイオシステム」、「ロバスト農業システム」の4つの

セグメントで研究開発を推進します。また、農研機構全

体の研究開発力を強化するため、基盤技術研究本部を創

設し、AI、ロボティクス、バイオテクノロジー、精密分

析等の研究基盤技術の高度化、統合データベースや遺伝

資源等の共通基盤の整備を加速します。分野横断的な研

究開発に対しては、機構内の異なる研究所が連携した

「プロジェクト型研究課題」を設定して取組を強化しま

す。地域農業研究センターは、主に「スマート生産シス

テム」のセグメントにおいて、それぞれの地域の農業

界・産業界が直面する課題解決を図り、地方創生につな

げる研究開発を推進します。また、昨年に引き続き、新

型コロナウイルスが、猛威を振るうと予想されますの

で、ICT（情報通信技術）を活用した研究開発、テレワー

ク、Web会議等を活用した業務体制を一層強化します。

　農研機構は、第5期中長期計画においても、農業・食

品分野における「Society 5.0」の実現に向けて、組織

が一体となって研究開発を推進します。地域農業研究セ

ンターはもとより、地域の関係機関の皆様には絶大なご

協力をお願いします。
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